

















































































































管理職　計 28．5 24．7 11．5 5．9 14．1 13．7
1000人以上 39．6 23．5 13．6 6．1 8．9 5．0
30～99人 23．5 24．8 11．3 5．2 15．2 16．0
非管理職　計 50．9 28．5 3．4 2．2 7．2 4．9
1000人以上 58．7 28．8 3．9 0．5 3．1 2．6






































































2007年 20．0（19．0） 49．0（60，1） 24．0（17．5）0．6（0．3） 6．4（3．2）
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（出所）石田／樋口『人事制度の日米比較』ミネルヴァ書房、2009年、27ページ
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換であると多くの研究者が素朴に考えていたのに対して、石田は新しい視点を提起した。この提起を
筆者の関心に引きつけて解釈しなおせば次のようになる。人事処遇制度の「改革」はその国の雇用慣
行を無視してありえない。「成果主義」改革はそのことに無頓着であった。長期雇用の正規従業員は
「ヒト基準」の人事雇用管理であるのだから、さらには「ヒト基準」がもつ強みを損ないたくないとす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝　　　｝　　　N　　　Nれば、「改革」も「ヒト基準」から「仕事基準」（市場）に攻め込むしかないだろうと。「ヒト基準」に
s　　　N　　　N　　　N　　　N　　　N　　　Nとどまりながら「市場」からの要請に応えるキー概念こそ「役割」であった。この石田の「発見」は、
経営者と経営コンサルタントがあれほどまでに熱心に推奨していたにも関わらず、「成果主義賃金」が
何故に頓挫してしまったのかを解く鍵を提供しているように思う。
　第2に、今般の「成果主義」改革を人件費コスト削減であるということを全面に押し出して議論し
ている点は評価されて良い。賃金制度の改革は人件費の圧縮にこそあった。この点は改めて強調され
るべきであろう。石田の言葉で言えば、「共同体を維持するコストをいかに減らすか」であり、「年功
賃金がコスト要因として問題にされた」である。したがって今般の人事改革の目的は「（年功賃金等の
一黒田）日本的『調整』ルールを市場のメッセージに習って書き換えること、これが日本の改革の
内容であった」。彼によれば日本の人事労務のフレキシビリゼーションは、企業組織の中に市場原理
を取り込むことであるといい、並の経営コンサルタントを超えて、徹底的に企業経営と経営者が置か
れている立場にたって、研究者らしいアプローチで事態の本質に迫っているといえるのではないだろ
うか。
　第3に、だからといってこれで完結するわけではない。最大の問題点は、「日本的『調整ルール』を
市場のルールに習って書き換えること」、まさにこの点にある。調整ルールとは労使間の利害調整ルー
ルのことであるが、この点に石田は深追いしていない。石田は「成果主義の時代は、究極的には個々
人の働きぶりの評価＝人事考課の比重が増大した時代と認識されている」というが、だとすれば新しい
調整ルールもそのことの関連で提起されるべきである。だがこの点について石田は沈黙のままであ
る。どの国も人事賃金制度の改革は順調に進んでいるとはいえないが、それは新しい制度に向かうな
かでこの「調整ルール」が構築できていないことの反映でもある。いま少し付言すれば、現実の人事
労務管理が安定的に機能するための必須の条件は、おそらく市場原理の圧力を現場で働く労働者たち
の前でいかに緩和するか、どのような防波堤を築くのか、「調整ルール」とはこのことである。新しい
調整ルールの展望なしに「役割給」推奨はいかがなものであろう。
皿．遠藤公嗣の「職務給」推奨論
　かねてより人事査定や賃金問題について精力的に研究を重ねてきた遠藤公嗣が、たいへん刺激的な
論文を発表した13。小越洋之助に言わせれば「非難あるいは挑発に近い」論調で近年の賃金改革につ
13　「職務給と「同一価値労働同一賃金』原則
　年11月12月、旬報社。
均等処遇のために（上）（下）」『労働法律旬報』No．1684，1686、2008
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いて論じている。この論文は、そのサブタイトルにもあるように、直接的には均等処遇の実現のため
の賃金形態について論じたものである。しかし本稿で取り上げている「成果主義賃金」や「役割給」
にも触れており、それはそれで看過できない重要な論点に言及しているので、ここで改めて検討して
おきたい。
　本稿のテーマに関する遠藤の結論を先に示せば次の通りである。
　「最近10年間の日本の民間企業では、賃金改革の模索がつづけられている。／一言でいえば、その動
　　　N　　N　　N　　s　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　N　　｝　　N　　　　　N　　｝　　へ　　N　　N　　N　　s　　N　　｝　　ヘ　　へ　　N　　N　　N　　｝　　へ　　｝　　｝　　N　　N　　N　　N　　N
向は、職務価値給に近づく方向にあり、とりわけても範囲レート職務給に近づく方向にある。／非正
　　　　　　　　　　　　　　　｝　　　｝　　　｝　　　｝　　　｝　　　N　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　N　　　N　　　l　　　へ　　　N　　　s　　　s規労働者と正規労働者の両方で、職務給に近づく方向がすでに存在する」14（傍点は筆者）。
　遠藤がここで言う「職務価値給」とは、特定の職務そのものの価値を決め、それに対して支払う賃
金形態のことをいう。通常いわれている言葉で示せば「職務給」である。職務の価値を誰がどのよう
に決めるかによって、これは更に種類を細分化できるというが、ここで確認すべきことは、日本のこ
の10年間の賃金改革の模索のなかで、正規雇用労働者の賃金がヒト基準（遠藤の用語では「属性基準」）
から仕事基準（「職務基準」の一形態である「職務価値給」「職務給」）に近づく方向にある、との主張
である。
　遠藤のこの論文の主テーマが、正規雇用と非正規雇用の均等処遇へ道を探ることであったから、上
の主張は次の結論を導き出すための布石であったように思う。
　「正規労働者は属性基準賃金であり、非正規労働者は時間単位給であると分離している。それを同
一化することが、労働運動の現代の課題である。同一化は、職務給としての同一化しか、ありえない
であろう。それが現代における正規労働者と非正規労働者の均等待遇への道である」。
　「正規労働者は属性基準賃金に固執すべきではなく放棄すべきであり、職務基準賃金を志向すべき
である」15。
　しかし、成果主義賃金から始まった「賃金改革」が、紆余曲折を経て登場するようになった「役割
給」、これがほんとうに職務の価値に対して支払う賃金＝「職務価値給」ないし「範囲レート職務給」
に近似したものなのだろうか16。「職務給に近似した賃金」と主張することの意図はともあれ、そのこ
とでかえって均等待遇にとって必要なことが見失われてしまう危惧を感じる。
　この10年の賃金改革の過程で喧伝されてきた賃金形態のなかで、遠藤が取り上げているのは「成果
主義賃金」、「コンピタンス基準賃金」そして「役割給」である。以下ではこれらについて検討する。
なお、検討にあたって、賃金形態の用語は遠藤独特なものであるため容易には理解できない部分もあ
るので、便宜上、彼の分類表を図表7として示しておこう。
　まずはじめは成果主義賃金についてである。
14　遠藤、2008、（上）、62ページ。
15　遠藤、2008、（下）、35、36ページ。
16　もっとも遠藤は用意周到に「範囲レート職務給に近づいた賃金形態」「範囲レート職務給への近似化」と表現してい
　る。
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図表7　賃金形態の分類表
現代の飲米杜会の労働巻・現代日本の鼻正幾労●者・職膚日本の生飯労●看の賃倉　に存在する
→
←
㎜賃金
（多数）
　　　　　　　　　　　　ヒ　　　　　　　　　　　　　　麓囲レート咽頃臼陰（多敷）
　　　　　　　　　　　　　　　単一レート○膨給（少ω
職瀦虞鷺
（少歎）
　　参考：伽融賃愈（マルクス）
　　参考：現代米匿の蹴
■人歩合紬・■人田楽高給
鶏団鶴鄭給
時属粥増給
属性当準賃金
（少数）
擬査定の年功給
畳窺つさ年功給
職鮒
現代日本の正鯖労働奮の月給のf本給」藷項目中のみ　に存在†る
（出所）遠藤公嗣（2008）61ページ
　遠藤は、成果主義賃金は「定義することが不可能なほど曖昧な用語であった」といい、「しかし、用
語の起源から考えて、職務成果給に分類できる様々な賃金形態をホワイトカラーに支払うことを意味
する」と主張している。彼が言う起源とは80年代後半以降のアメリカで議論されるようになった
「performance（－related）payないしpay　for　performanceである17。つまり成果主義賃金はアメリカ
の業績給の日本語訳であり、それは「職務基準賃金」（仕事基準賃金）に分類できるものであると。し
かしそれが機能し浸透するには、「成果が容易に数値測定できる」などの厳しい条件が必要であるが、
日本のホワイトカラーの労働にはそれらの条件がないため成果主義賃金はうまく機能せず、「衰退す
る方向に向かったのは、当然であったといってよい」という。
　この指摘自体は正しい。確かに各種の統計をみても、「成果の測定が困難」「評価者によって評価に
バラツキがある」「部門間の業績の違いで評価に差が出る」など、成果の測定をめぐる問題が指摘され
ていたからである。しかしそれだけではないことに留意すべきである。「経験や能力を重視して欲し
17遠藤はこのアメリカの「職務成果給」を職務基準賃金の一種として分類しているが、Milkovich等は、遠藤とは違っ
　て、職務基準賃金には分類していない。Milkovich＆Newman，　ComPensation，7th　ed．，　MacGraw－Hill，2002，　p155，
　p307－39．
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い」、「仕事のプロセスが重視されない」などの意見が多かったのである18。つまり短期的な結果（成果）
だけでなく、経験や仕事のプロセスなど「働きぶりを正しく評価して欲しい」ということである。既
述した政府統計からもわかるように、日本の雇用慣行を軽視して「ヒト基準」から「仕事基準」への
転換は容易ではない。日本のホワイトカラーの雇用と日常的な仕事への関わり方から離れて処遇の
「改革」は困難である。遠藤はこの論文の冒頭で、賃金形態の違いは雇用慣行の違いであり、「両者は、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N　　　｝　　　N　　　N　　　l　　　N　　　N　　　N　　　N　　　N　　　｝　　　N　　　N同一物を二通りに表現したものとすらいってよい。しかし本論文では、雇用慣行については議論を省
N　　　N　　　N
略する」（傍点は黒田）と述べている。なぜ省略したのか不明である。
　なお「職務成果給」はアメリカでも少数派であるというが、その一つ形態としてホワイトカラーを
対象とした「変動給（variable　pay）」に言及している。それが少数派であるのかどうか、衰退している
のかどうか、明言がない。少々古い調査ではあるが、ローラーとモーマン等の時系列調査では、ゆっ
くりではあるが増加しており、少なくとも衰退傾向にはない。ここでもまたその社会的な文脈をアメ
リカの雇用慣行との関係で考察すべきであった19。
　次にコンピタンス基準賃金である。コンピテンシー基準賃金competency－based　payともいわれる
賃金形態について、楠田丘も主張するように20、「もともと日本の職能概念をアメリカのコンサルタン
トが米国流に修正したもの」という遠藤の理解に間違いはない。そしてまた「この賃金形態は、私の
いう属性基準賃金である」という理解にも賛同する。そしてそれ故に、別稿で論じたように「仕事基
準」のアメリカではほとんど普及していないという認識も間違いない2ユ。問題は「コンピタンス基準
賃金が日本で衰退することは、成果主義賃金より早かった。そもそも日本の職能給を米国流に修正し
たのがコンピタンス基準賃金であったから、それを新しい賃金形態とみなしても奇妙であり、衰退も
当然であった」という主張である。「コンピタンス基準賃金」が衰退したと断定しているが、コンピテ
ンシーが使われなくなったのかどうかの言及はない。用語としてコンピテンシーを使用しなくても、
人事考課・査定の際に、年功的要素（＝潜在能力）を排除する目的で「行動」や「実力」を重視する
企業は増えている。事実、成果主義賃金導入の挫折から、「能力」や「貢献度」を査定する道具として
「コンピテンシー」（T社）や「プラクティス・レベル（コンピテンシー）」（N社）と名付けて利用し
ているケースは多いし22、日本生産性本部（旧社会経済生産性本部）の年次調査でも、1999年の調査開
始以来、一貫として増加し続け、05年調査では3割近くの普及率であり、1000人以上規模の企業では
34．0％となっている23。「仕事基準」の世界と「ヒト基準」の世界の違いからか、アメリカでの衰退傾
18　これらの詳細は、『日本労働研究雑誌』No，554、2006年9月号を参照。
19詳細は以下を参照されたい。Edward　Lawler　lll，　Susan　Mohrman，　George　Benson，　Organizing　for　High
　Performance，　the　CEO　Report，　Jossey－Bass，2001．　E．　Lawler　III，　Pay　Practices　in　Fortune　1000　Corporations，　PVorld　at
　Pe（orkfournal，　4th　quarter　2003．また拙稿「近年の人事労務管理の動向一アメリカと日本一」（2008）も参照された
　い0
20　楠田丘『賃金とは何か』中央経済社、2005年、257ページ。
21拙稿「アメリカの人事労務管理の現況一賃金制度からのアプローチ」『経営論集』（明治大学）第52巻第3・4合併
　号、2005年。
22　日本経団連事業サービス人事賃金センター編『役割・貢献度賃金』日本経団連出版、2010年。
23　社会経済生産性本部『日本的人事制度の現状と課題』（2006年度版）。
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向がそのまま日本に反映されるとは限らないのである。
　最後は「役割給」である。遠藤は「役割給は、範囲レート職務給ではないものの、範囲レート職務
給に近づいた賃金形態である」という。両者は近似したものではあるが、同じではない。重要な違い
があるとして、「役割給には『ミッション』概念がある。これの有無が役割給と範囲レート職務給の間
の最大の違い」だと主張している。このミッションとは何か。遠藤の説明は必ずしも明解ではないが、
キヤノンの事例をあげて「職務に職責を加えたもの」、つまり職務に課せられた「企業への忠誠心＝情
意」と説明している。与えられた仕事（職務）上の責任をどれだけ果たしたのか、どれだけ企業に貢
献したのか、これが「役割」であるとの理解に異論はない。
　　　　　　　　　　　｝　　　N　　　｝　　　N　　　N　　　N　　　へ　　　N　　　へ　　　N　　　N　　　N　　　N　問題はこの役割給を「範囲レート職務給への近似化」と捉え、「範囲レート職務給ではないものの、
範囲レート職務給に近づいた賃金形態である」としていることである。成果主義賃金の挫折を経て
“ミッション”概念が組み込まれたこと、そのことの意味を過少評価すべきではない。
　もちろん彼は「役割給」を「職務給」の一種と言っているわけではない。「職務給に近づいた賃金形
態」と主張しているだけである。もとより（職務遂行）「能力」から（職務）「役割」に移行させると
いうことは、より職務要素を重視するようになったわけで、その意味では「近づいた」といえなくも
ない。しかし賃金が何で決まるのかということを軽視すべきではない。「役割給」は与えられた仕事
（職務）上の責任をどれだけ果たしたのか、どれだけ企業に貢献したのかいう、ヒト評価に基づいて賃
金が決まる。その意味で「ヒト基準」賃金なのである。「職務給に近づいた」のではなく、ヒト評価基
準を「能力」から「役割」（≒職責達成度・貢献度）への変更したのである。
　もっとも「ヒト基準」と「仕事基準」の違いも相対的である。かつてほど明解ではない。「仕事基準」
の世界でも、遠藤が指摘するように、「単一レート職務給」ではなく「範囲レート職務給」に変わって
きたし、もっと広く「職務」を大括りして賃金レートを拡大したブロード・バンディングと言われる
賃金形態もあらわれている。したがって仕事が決まれば賃金も決まるというわけではなくなっている
のである。仕事基準の世界のなかでヒト要素を取り込んできていると言ってよい。しかし笹島芳雄が
指摘するように、この変化をヒト基準の職能給になったとみることは早計であり、表面的である24。
厳格な職務分析と職務評価を行って職務グレードを策定することが前提になっているからである。
　同じように「ヒト基準」の世界もまた、年齢や勤続という属性から職務遂行「能力」、そして「職責・
貢献度」（＝役割）という形で、「ヒト」評価の基準に「職務」関連の要素を組み込んできている。こ
こでもまた、かつてのように年齢や勤続年数が決まれば賃金も決まるというわけではない。「役割給」
は、素朴な職務成果給（＝成果主義賃金）の挫折を経て、「職務基準賃金」ではなく、「ヒトの働きぶ
りに対して支払う賃金」（＝職責・貢献度）として考案されたのである。それはあたかも1960年代後半
に「職務給」を志向しながらも、その苦悩のなかで「職能給」が生み出されたのに似ている。このこ
との意味を軽視すべきではない25。
24笹島芳雄『最新アメリカの賃金評価制度』日本経団連出版、2009年、24ページ。
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　筆者がこの点にこだわるのは、正規と非正規の均等待遇を考える際に、遠藤が「正規労働者は属性
基準賃金に固執すべきではなく放棄すべきであり、職務基準賃金を志向すべきである」と主張してい
るからである。またこうも言う。均等待遇の道は賃金形態を同一化させる必要があるが、「同一化は、
職務給としての同一化しかありえない」。
　ここには職務給への過信を感じる。遠藤は明言しているわけではないが、「ヒト基準」賃金は個人間
の差別を生みやすいとの認識がある。したがって、是正させるには職務給と「同一価値労働同一賃金」
原則の活用が有効であるから、職務給を志向すべきであるということであろう。しかし、いうまでも
ないが、職務給に移行すれば自動的に公平な賃金が得られるというわけではない。そのためには職務
分析と職務評価について働く側からの異議申立と介入が不可欠である。笹島がいう賃金決定の「内的
公正の原則」である。さらに近年のように「仕事基準」の世界にも「個人の働きぶり」によって差を
つける職務給（範囲レート職務給）が登場するようになると、人事査定への規制と介入が不可欠であ
る。笹島がいう「個人間公正の原則」である26。職務給それ自体が公正な賃金なのではなく、賃金の公
正さを求める運動とそれを担保するための賃金原則を確立させてきたことを見落としてはならない。
均等待遇のためには「賃金の決め方」を同一にすべきではあるが、職務給に転換すれば公正な賃金に
なるわけではないのである。それへの注意を喚起しないまま、「役割給」によって「職務給」に近づい
たのだから、さらに徹底させ、属性基準賃金の放棄を迫ることは、ある種の幻想を生み出しはしまい
か。範囲レート職務給が普及している本国でも、人事考課査定への規制と介入の重要性が増している
ことは遠藤自身が承知のはずであった。
むすびにかえて
　富士通が最初に目標管理制度を導入し、成果主義が注目されるようになって、ほぼ20年近くになる。
「それぞれの国の雇用慣行や労使関係に立脚した安定的な人事制度に向けてなお模索中である」との
前拙稿の結論を受けて、その後の推移を概観しながら、今日の人事賃金制度の状況を概観し、その意
義iを検討してきた。
　当初は「素朴な」27（あるいは粗野な）成果主義一辺倒であった「改革」は「挫折」し、ほぼ2000年
を境に見直す企業がみられるようになった。論壇で成果主義批判が一斉に吹き出したのは2004年前後
からであるが、この頃を境に減少に転じた。しかしその後、混乱と混迷を重ねながらも、賃金決定に
際して「仕事内容」を重視する企業が増えており、また多くの批判を受けながらも「職務遂行能力」
で賃金を決めている企業も「健在」である。政府統計をみる限り、このことは確認できる。「仕事内容」
25　それぞれの国のこの変化の先がどうなるのか。興味はあるが、ここではそれにこだわる余裕はない。確認しておく
　べきは、人事賃金制度の「改革」は雇用・労働慣行および労使関係から自由なわけではないということである。
26　笹島（2009）、9～13ページ。
27　中村圭介『成果主義の真実』東洋経済新報社、2006年。
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の中味が問われなければならないし、また「職務遂行能力」の中味も問わなければならない。しかし、
成果主義賃金の衰退傾向のなかでこの二つが際立っていることにまず注目すべきであろう。
　このことは何を意味するのだろうか。事例研究を重ねて検証する必要があるが、近年の「役割給」
の広がりとそれへの注目と無関係ではあるまい。本稿では2人の論者の主張の検討を通して、このこ
との意味を探ってきた。
　ICTとグローバリゼーションという波のなかで、どの国でもそれまでの人事労務で対応できなく
なってきたことは明らかであり、各国の人事労務の「改革」はそれへの対応である。国の違いはあれ、
向かう方向はフレキシビリティである。市場が求める仕事の質と量にフレキシブルに対応し、それに
応じた処遇ができる人事労務が求められたのである。日本の企業経営者にとって最大の問題は、市場
の動向にあわせて柔軟に処遇することができないことであった。人件費コストの柔軟化、人と仕事の
ミスマッチの解消、労働意欲と企業忠誠心の更なる向上、新たな能力開発、日本の経営者たちはこの
全てにわたって市場動向に柔軟に応えることができるような人事制度を求めたのであった。以下、明
らかになったこと、検討すべき課題などをまとめておこう。
　本稿で取り上げた2人の論者とも、成果主義賃金の混迷と衰退の後に登場し、普及しつつあるのは
「役割給」であると主張する。この2人に限らず、「役割給」に注目が集まっている28。石田は、「役割
等級制度」とそれに基づく「役割給」で、「共同体」（ヒト基準）がもつ強み＝メリットを損なわずに、
年功処遇の打破と人件費コストの低減という課題を達成したという。遠藤は、ICTとグローバリゼー
ションによって年功処遇と長期勤続が栓桔と化し、職務価値給への近似化という形、すなわち職務に
「ミッション」を付加した「役割給」で対応しようとしていると主張した。アプローチは違うものの、
期せずして、両者とも「役割給」が定着しはじめているという点で一致している。これが確認すべき
第1点である。
　第2に指摘しておくべきは、その根拠である。石田によれば、「役割給」が有力な賃金制度としてせ
り上がってきたのは、「共同体がもつ強み＝メリット」、つまりヒト基準の雇用慣行に適合的であり、
かつ人材育成機能をももっているからだという。この点についての遠藤の主張は明解ではない。ただ
役割給は「範囲レート」であるから配置転換や異動をしやすいし、人材育成機能をもっており、日本
の雇用慣行を維持できるという。「範囲レート」に力点をおいてのことではあるが、それ故、彼は決し
て自覚的ではないが、事実上、「ヒト基準」という雇用慣行を考察の中に組み込み、それに適合した「改
革」内容でなければ定着しないことを示唆しているのである。この点は軽視されるべきではない。こ
こから確認できることは、役割給はヒト基準の賃金であるということである。
　したがって第3に確認すべきことは、人事労務と賃金制度改革の現状を分析する際には、改革の内
容を雇用慣行と労使関係のなかにおいて考察すべきことである29。「ヒト基準」の世界に「職務基準」
28　ここでとりあげた二人とはまったく違う問題意識からではあるが、竹内裕も役割給を日本の今後の賃金形態とし
　て広まっていくだろうとみている。もっとも彼は「職能給」にも強みがあるので、修正された「職能給」も使われ続け
　るだろうという。竹内　裕『日本の賃金』ちくま新書、2008年、88～117ページ。
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を接ぎ木しても機能はしない。この点が確認できるとすれば、遠藤が「正規労働者は属性基準賃金（ニ
ヒト基準賃金）に固執すべきでなく放棄すべきであり、職務基準賃金を志向すべきである」と主張す
るとき、それで均等待遇が実現できるのだろうかという疑念が湧く30。遠藤のこの言説は、正規雇用
労働者と非正規雇用労働者の均等待遇実現に向けた戦略として提出されたものではあるが、「ヒト基
準」の世界に「職務基準」を接ぎ木することに伴う無理は、働く側の犠牲に転化する。このことは成
果主義賃金の強行が従業員に負の影響を与えたと数多く指摘されていることからも明らかである。
　最後に、人事査定問題が、洋の東西を問わず、重要性を帯びてくるといわねばならない。既述した
ように、「仕事基準」の世界でも、範囲レート職務給、業績給、知識給、技能給などの名称で、職務給
をベースとしながらも何らかの形でヒト要素を組み込んだ賃金制度が現れている。賃金がいくらかに
なるかは査定次第となるのであるから、公正な賃金のために人事考課査定への働く側からの規制や介
入がおこなわれている31。査定によらない場合は、何らかの別のルールで公正さ担保する努力がなさ
れている。いずれにしても人事考課査定問題が重要になってきていることは間違いない。格付けに対
する規制と介入なしに範囲レート型職務給それ自体が均等待遇をもたらすわけでないのである。
　「ヒト基準」の世界では言わずもがなである。「役割給」は「役割」（＝企業貢献度）を通して処遇決
定に「市場原理」を介入させようとしているのだとすれば、そしてそれは具体的には人事考課・査定
を通してなされるのであるから、働く側としてはこの人事考課（コンピテンシー評価）への規制と介
入をこそ志向されるべきであろう。人事労務のフレキシビリティは、対象とされる従業員（労働者）
のセキュリティ抜きでは、短期的はともあれ、長期的には機能しない。自らの処遇を「市場原理」に
委ねるのではなく、経験や仕事プロセスなど労働者側からの「仕事ぶり」評価をさせるように、人事
考課査定に規制を加えることが求められているとはいえまいか。公正、公平な待遇の実現の道も、こ
の人事考課への介入のなかから拓かれてくるのである。
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